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講習時間：３０分程度

説明書類：No.1、2、4、6、8、10-（1）
12、22、23、24、44

1

工事監理マニュアルのよくある間違い

資料２

共通.各種書類に記載する工事場所について
【書類作成時の注意点】

①工事場所へ現場住所が記載されている事がある。

確認方法

①契約書の工事場所に記載した通りに記載して下さい。

2

ここを確認
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No1. 現場代理人等指定通知書 【技術者選任についての注意点】

①主任技術者・監理技術者を選任する際、資格要件を満足
しない人を選任している事があるため、下記の通り条件の
確認をお願いします。

確認方法

伊勢崎 花子

必要資格を記入（監理技術者に該当しない工事であれば記入無しで良い）
経験による場合は、『建設業法第15条第2号ロによる』と記入
※法第15条…監理技術者要件

第2号イ…各業種に必要な資格保有
ロ…実務経験（第7条イロハに該当し、且つ監理技術者要件金額以上であるものに

関し2年以上指導監督的な実務の経験を有する者）
ハ…国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者

必要資格を記入
経験による場合は、『建設業法第7条第2号イによる』若しくは『建設業法第7条第2号ロによ
る』と記入
※法第7条…主任技術者要件

第2号イ…工種に関連する指定学科を卒業後の実務経験による場合
●大学・短期大学卒業後…3年
●高等専門学校卒業後…3年
●専門学校卒業後で、『高度専門士』若しくは『専門士』の称号を保持…3年
●高等学校卒業後…5年
●中等教育学校（中高一貫）後…5年
●専門学校卒業後…5年

ロ…工種に関連する指定学科以外を卒業後の実務経験による場合（10年）
ハ…国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者3

確認１
下請け契約を締結した金額の合計

確認２
本市は、下請け金額に関係なく、

予定価格（税込）８,０００万円を超え
る場合は、監理技術者を選任

○○技術者 伊勢崎 花子

確認３-１
建設業法第１５条 監理技術者要件

確認３-２
建設業法第７条 主任技術者要件

建設業法第7条
第2号イによる
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No2.現場代理人兼務届 工事監理マニュアル ２-補足１ 参照
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5

認められるケース 認められないケース

No2.現場代理人兼務届

●兼務できる件数は、２件までとする。
（主任技術者は、現場代理人として従事しない場合に限り３件までとする。）
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No2.現場代理人兼務届
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No4.登録確認書及び工事カルテの写し 【コリンズ登録時の注意点】
①コリンズへ登録する際、現場が市街地地域(DID)か否かに
ついての記載に不備が多い事から、下記の通り確認をお願
いします。

その他地域

ＤＩＤ地域

検索サイトにて国土地理院
のHPを検索

国土地理院のＨＰ
にてDIDを検索

赤いハッチング内
がＤＩＤ地域

確認方法

7出典：国土地理院出典：国土地理院

No6.建設工事保険加入報告書 【提出する添付書類の注意点】

①年間契約の際、工期の途中で期限が切れている事がある。

確認方法

①年間契約をしていて工期の途中で期限が切れてしまう際は、期
間を満足する様に追加契約願います。追加契約後、書類の提出も
お願いします。原則として加入期間は、工事着工の時とし、工事
完成期日後より１４日間としてください。

8

加入期間：
令和4年11月16日～
令和5年11月16日 加入期間：

令和5年11月17日～
工事完成期日後より
１４日間

追加
工期中に期限切れ
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No8.建設副産物情報交換システムの写し 【システム入力上の注意点】

①請負金額をシステム（コブリス）へ入力する際、端数処理に
より入力となるとなるが、統一した端数処理となってない。

②契約変更により請負代金額が１００万円以上になった場合に
提出がなかった。

③自由処分なのに指定処分で入力されていた。

確認方法

①千の位が四捨五入となり、○○万円となります。

②契約変更により、変更後の請負代金額が１００万円以上になっ
た場合、提出が必要となります。

③発注時に搬出先を予め指定して条件明示に記載している場合は
指定処分となります。

9

10

No10-（1）.施工体制台帳の写し 【施工体制台帳作成上の注意点】

書類作成する際、記載内容に不備が多い事から、記入例の
ご確認お願いします。
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No10-（1）.施工体制台帳の写し

12

No10-（1）.施工体制台帳の写し
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No12.施工計画書 【施工計画書作成上の注意点】

①別現場名称、施工計画が対象工事の内容と合致していない。

②施工要領書を施工計画書として提出していた。

③工事内容が変更された。

確認方法

13

総合施工計画書

工種別の施工計画書

施工計画書

…仮設計画、安全・環境対策、工程計画、
品質計画、養生計画等

ex.
①工事名称
②関連仕様書及び関連対象事項
③当該工事施工者の管理組織及び管理役割
④品質確保のための検査方法、検査治具、

判定方法、判定基準 など ①現場に即した施工計画書の立案をお願いします。

②施工要領書を含めた施工計画書であるか、確認をお願いします。

③重要な変更の場合は再度ご提出お願いします。

No12-1.安全衛生管理体制 【安全衛生管理体制作成上の注意点】

①統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者が未記入であったり、
下請け業者の方の名前だった。

②分離発注の場合

確認方法

14

①元請け業者から選任をお願いします。

②主体工事受注者が作成し、他工事請負者も含めた全体組織表
の作成をお願いします。
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No12-2.緊急連絡体制図 【緊急連絡体制作成上の注意点】

①電話番号が間違っている。

②前回の現場から近接している施設連絡先が記入されていた。

確認方法

15

①再度提出前に調べて確認をお願いします。緊急時にも、迅速な
連絡体制がとれるためにも、再度ご確認お願いします。

②工事場所から近い現場の各施設の連絡先を調べていいただき、
記入をお願いします。

No22.月度安全訓練の実施状況報告書 【月度安全訓練の実施状況報告書作成上の注意点】

①参加者のサインがなくパソコンによる打ち込みであった。

②別の月と思われる写真が貼られていた。

③安全訓練で使用した資料の添付がなかった。

確認方法

16

①参加者の方の直筆によるサインが必要となります。

②写真の黒板に日付を入れる等により対応をお願いします。

③使用した資料を監督職員に毎月提示するとともに、検査時に
提示するとの記載がありますので、定められた期日までに
提出をお願いします。
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No23.下請施工状況変更届 【下請施工状況変更届作成上の注意点】

①新たに下請け契約が生じた工事についての提出がされて
いなかった。

②表紙の赤丸部分の日付が間違っている。

確認方法

17

①新たに下請契約を締結した場合、下請契約を解除した場合、
請負代金額を変更した場合、既に提出されている書類に変更
が生じた場合には、施工体制台帳等の書類を添付し、提出が
必要となります。

②直近に提出した施工状況報告書、又は下請施工状況変更届に
押印されている決裁印の日付を記入してください。

①工期開始日ではなく、契約日の記入お願いします。

②一般名称に修正をお願いします。

③設計書、設計図内の特記事項に掲載されていれば、指定メーカー
名を記入し、特に記載が無ければ指定無しと記入お願いします。

④いくつかのメーカーを使用する可能性のある場合は、全て記入を
お願いします。

No24.使用材料承認申請書 【使用材料承認申請書作成上の注意点】

①表紙の日付が、工期開始日となっている。

②使用品名がメーカーの品名になっている。

③指定メーカーが未記入になっている。

④選定メーカーが複数ある可能性がある場合

確認方法

18
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①内容の不整合がないかどうか、提出前に再確認をお願いします。

②搬入された材料の規格や寸法が重要な要素となる工事である
場合は、その部分の写真提出お願いします。

ex.鉄筋の表示マーク、機器の型番

③監督職員との協議により、工事写真を提出する、工事打合せ書
に記載する、納品書のコピーを提出する等で省略が可能です。

④使用する材料で全てで必要なわけではありません。

No27.材料搬入報告書 【材料搬入報告書作成、搬入写真の注意点】

①表紙と写真となりの横書き、黒板の内容がそれぞれ違っている。

②搬入された材料の規格などが不明な写真がある。

③提出の有無については、監督職員との協議により省略も可能と
なります。

④材料搬入検査について

確認方法

19

黒板

同一のNo.とする。

No44.発生材処理報告書 【発生材処理報告書作成上の注意点】

①日付について

②発生材の種類等の記入について

③マニフェストの内容がコピーでは読み取れなかった。

確認方法

20

①工事完成通知書に記載された日付で、記入お願いします。

②マニフェスト伝票に記載された内容で、記入お願いします。

③検査時に確認ができるよう、原本の整理をお願いします。


